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Abstract
 A geothermal exchange unit has been developed to reduce the capital costs of ground source 
heat pump systems. Its source of heat energy is shallow groundwater. The geothermal exchange unit 
comprises flexible containers, sheets of heat exchanger and gravel of high permeability. The sheets 
of heat exchanger run helically through flexible containers in the unit with gravel. Demonstration 
experiments in the Kurobe alluvial fan proved that the unit can be installed up to GL-3 m by excavating 
with heavy equipment. The result of demonstration experiments showed that the average and the 
standard deviation of cooling outputs are 3.1 and 0.8 kW, respectively. Furthermore, this study selected 
a candidate area for unit installation based on the depth limit of excavation with heavy equipment and 
the water table. In result, this study proved that the unit can be installed in the fan toe with water table 
and high Darcy velocity.
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特集　地下水と地熱・地中熱エネルギーの利用



要　　旨
　地中熱利用システムの導入コスト削減を目指し，浅層地下水を熱源とする地中熱交換ユニットを
開発した。開発した地中熱交換ユニットは，透水性のよいフレコンバッグ内にシート型熱交換器をら
せん状に配置し，隙間を透水性の高い砂利で充填したシステムである。これらを用いて室内水路実
験を行った結果，水路流速および熱媒流量と熱交換量に相関が認められた。また，実機を用いた実証
試験にて，重機による掘削により GL-3 mまでの深度に設置が可能であるとともに，冷房利用時のユ
ニット 1器当りの日平均熱交換量は3.1 kW（標準偏差0.8 kW）が期待できることが把握された。こ
のため，開発した熱交換ユニットを効率よく設置することで，これまで熱交換器設置に要した導入コ
ストの大幅な削減が期待できる可能性がある。さらに，実証試験にて把握した重機による掘削限界と
作成した地下水面等高線を用いて，当該ユニットの導入可能エリアの抽出を行った。その結果，当該
ユニットは地下水面が地下浅部に位置する扇端域にて導入が可能であることが把握された。

キーワード： 地中熱，浅層地下水，熱交換器，導入適地，実証試験

1 ．はじめに

　近年，我が国では，増大するエネルギー需要へ
の対応，化石燃料の海外依存率，生態系や生物多
様性の維持，気候変動に起因する災害，そして，
東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事
故にともなう国内のエネルギー供給体制の変化等
への対応として，エネルギーの効率的利用を行う
低炭素社会の構築を目指している。2016年には新
しい「エネルギー基本計画」が閣議決定され，徹
底した省エネルギー社会の実現，再生可能エネル
ギー導入の加速，既存エネルギー源の発電効率の
向上，蓄電池・燃料電池技術等による分散型エネ
ルギーシステムの普及拡大等，長期的，総合的か
つ計画的に講ずるべき施策が示された。
　我が国の最終エネルギー消費は，熱利用を中心
とした非電力での用途が過半数を占めており，エ
ネルギー利用効率を高めるためには，熱をより効
率的に利用することが肝要である。このため，エ
ネルギー基本計画では，地域毎の様々な熱源の賦
存状況に合わせた柔軟な熱利用の取り組みが重要
とされている。
　再生可能エネルギーの一つである地中熱は，空
調設備等の熱利用システムの熱源として活用され
ており，従来方式の空気熱源に比べて省エネが図
れるとともに，運用時の CO 2排出量が少なく，低
環境負荷を実現できるため，近年需要が拡大して
いる。一方で，地中熱そのものの認知度は依然と
して低く，システム最適設計のための事前調査費
や導入時の施工費等のコストおよび地域によって

異なる熱源の賦存量の評価が課題である。
　地中熱の採熱方式には，地下水を直接利用する
方法（オープンシステム）と，地中に熱交換器を
埋設して水や不凍液を循環して間接的に熱利用す
る方法（クローズドシステム）がある（長野，
2012）。日本国内における地中熱の採熱方式は，
地下数10～100 mに及ぶ大深度のボアホールを設
置し，井戸内に円柱状の鉛直熱交換器（以降，
Uチューブと呼ぶ）を設置することで，地下水と
の熱交換を行うクローズドシステムのボアホール
方式が多い。クローズドシステムでも，近年は導
入コスト削減を目的として構造物の基礎杭に熱交
換器を挿入する基礎杭方式の導入事例も増えてい
る。ただし，基礎杭方式は大規模構造物建設時に
利用される方式であり，導入する施設や構造物に
は相応の規模が必要とされる。また，導入コスト
が低い方法として，地盤を 1～2 m掘削し熱交換
器を水平に埋設する水平型があるが，この手法は
気温の影響を受けやすいことから井戸等で熱交換
を行う鉛直型に比べて温度メリットが小さいこと
が指摘されている（安川ほか，2005）。一方で，
長野（2012）によれば，水平型は設置面積が広い
ため，気温の影響は受けやすいものの，地下浅層
に豊富な地下水流れがあるならば導入コストを大
幅に削減できるとされる。今後更なる地中熱利用
促進のためには，システム導入コストの縮減に繋
がる様々な技術開発や開発した技術やシステムに
応じた適切な導入箇所の選定技術が必要となる
が，地下数 mの浅層地下水を対象とした地中熱
利用は例がない。
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　上記背景から，筆者らは国立研究開発法人新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構事業（国立研究
開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構，
2018）における「地中熱・流水熱利用型クローズ
ド型システム技術開発」（以降，NEDO流水熱プ
ロジェクトと呼ぶ）において，浅層地下水をはじ
めとする未利用の流水熱利用に着目した熱交換器
の開発と導入適地評価を検討している。
　本報告では，浅層地下水を対象とし，ボアホー
ルなどの従来工法に対して20％以上の設置コスト
削減を目指して開発した地中熱交換ユニットの概
要と実証実験の成果を紹介するとともに，開発し
たユニットの普及促進を目的として作成した導入
適地マップの開発経過について報告する。

2 ．開発した地中熱交換ユニット

　本研究では，浅い地下深度数 m程度の地下水
を対象としている。このような浅い地下水（以
降，浅層地下水と呼ぶ）は，深い地下水に比べ気
温の影響を受けやすいものの，大深度のボアホー
ル方式が大型のボーリングマシンによる掘削が必
要なのに対し，浅層であれば重機による地盤の開
削および熱交換器の設置が可能であり，短期間で
の施工が可能となることから施工性に優れてい
る。NEDO流水熱プロジェクトでは，このよう
な施工性に優れる地下浅層部での効率的な熱利用
を目的とし，シート型熱交換器「G-カーペット：
Magen Eco Energy社製」を用いた熱交換ユニッ
トを開発した。
　シート型熱交換器「G-カーペット」は，直径
50 mmの二つのヘッダーパイプの間に，直径6 
mm，長さ約5.6 mの細いポリエチレン細管を117
本配置したもので，熱交換器全体の大きさは高さ
0.9 m×長さ5.6 mである（図 1）。熱交換器から
ヒートポンプへと熱を運搬する熱媒は，一方の
ヘッダーパイプから熱交換器内に流入し，もう一
方のヘッダーパイプに向かってポリエチレン細管
中を流れ，外側の地下水と熱交換が行われる仕組
みとなっている。奥島ほか（2013）によれば，貯
水池に完全に水没した状態でのシート型熱交換器
は，シート 1枚あたりの熱交換量が6 kWとボア
ホール型熱交換器100 m相当の熱交換能力が期待

図 1	 シート型熱交換器
Fig.1	A sheet of heat exchanger.

図 2	 開発した地中熱交換ユニット（実際の導入試験では
シート型熱交換器を 2 枚設置しているが，煩雑にな
るためここでは熱交換器が 1 枚のユニット図を示す。
2 枚設置の場合は，熱媒流入口が同一であり，ユニッ
ト底面でそれぞれの熱交換器に分岐する構造となっ
ている。）

Fig.2	The developed shallow geothermal exchange unit. 
(Shown in this figure is the geothermal exchange 
unit of single sheet, while the actual installation 
experiment adopted the unit of two sheets, to avoid 
complexity. The unit of two sheets has shared inlet 
of heat medium and divergence heat exchange unit 
at the bottom of the unit.)
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された。
　本研究では，このシート型熱交換器を塩化ビニ
ル樹脂素材からなるφ1100 mm×高さ1080 mmの
大型土嚢（以降，フレコンバッグと呼ぶ）にらせ
ん状に配置し，その隙間にφ2.3～4.8 mmの 1号
珪砂を充填した浅層地下水用の熱交換ユニットを
作成した（図 2）。なお，シート型熱交換器は，
当初ユニット 1器あたり 1枚を想定していたが，
後述の原位置試験および実証試験ではシート型熱
交換器をユニット 1器あたり 2枚設置している。
フレコンバッグは，土木用として用いられる既製
品を利用し，透水性に優れる3 mm×3 mmの角
型メッシュタイプを用いた。また，地中熱ヒート
ポンプシステムでは，地中熱交換器内の熱媒が0 
℃以下になることがあるため，熱媒にはエチレン
グリコールやプロピレングリコール，酢酸カリウ
ムなどの不凍液が用いられる場合がある。近年は
不凍液を用いる場合には環境負荷の低い不凍液の
利用が推奨されるものの，漏洩した場合の地下水
への負荷は少なからず生じることが想定されるた
め，本研究では熱媒として水を用いた。
　開発した浅層地下水用の熱交換ユニットの設置
は，パワーショベル等の重機で地盤を掘削後，地
下数 mに当該ユニットを設置し，発生土にて覆
土することを想定した。

3 ．室内模型装置を用いた採熱実験

　開発した熱交換ユニットの採放熱性能の特性を
把握するため，室内模型装置を用いた採熱実験を
行った（写真 1）。表 1に室内模型実験の試験条
件と結果を，図 3に室内模型装置の模型図を示
す。

表 1		  室内模型実験の条件および結果（V  in；熱媒流量，u；水路流速，T  in；入口温度，T  out；出口温度，T  w；水路
平均温度，Q；熱交換量）

Table 1	 The condition and the result of demonstration experiments. (V  in；Flow amount of heat medium, u ; 
Channel velocity，T  in; Inlet temperature，T  out; Outlet temperature ，T  w; Average channel temperature, Q; 
Amount of heat exchange)

写真 1		� 室内模型実験状況（農研機構農工部門農業施設
研究棟，つくば市）

Photo 1	 A demonstration experiment. (The Institute for 
Rural Engineering, National Agriculture and 
Food Research Organization, Tsukuba City)
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　実験に用いた模型は延長4.1 m×幅1.1 m×高さ
1.8 mで，開発した熱交換ユニットを水路内に設
置するとともに模型内をフレコンバッグに充填し
たものと同様の砂利で充填した。水路内の流速 u
は，水路の上下流端にパンチングメタルと金網
を用いて0.3 m程度の砂利が充填されていないス
ペースを設け，上下流の水頭差をつけることで調
整した。当該実験では，水路流速を上下流の水頭
差からダルシー則を用いて算出し，3.92×10 －5 ～
1.67×10 －3  m/secで調整した。水路内には熱電対
を設置し水路の平均温度を，熱交換器出入口には
白金測温抵抗体（Pt100）を設置し，出入それぞ
れの熱媒温度を測定した。測定期間は，各ケース
に対し， 1週間程度とした。なお，熱交換量は次
の式にて算出した。

図 3		 室内模型実験装置
Fig. 3		Model experiment equipment.

図 4		  室内模型実験による水路流速と熱交換量の関係
Fig. 4		 The relationship between the channel velocity 

and the amount of exchanged heat in the model 
experiment.
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Q＝ |Tout－Tin|×Vin×60―――――――――
860

 （1）

ここで，Qは熱交換量（kW），T inは熱媒入口温
度（℃），T outは熱媒出口温度（℃），V inは熱媒
流量（L/min）である。
　図 4は水路流速 uと熱交換量 Qの関係を示し
ている。これによれば，uと Qには正の相関が認
められ，熱媒流量 V inが12 L/minの場合はややバ
ラツキがあるものの，V inが6 L/minの場合に明
瞭である。さらに，同程度の uにおいては，V in

が多いほどQが大きい傾向が認められた。また，
実験結果より，開発した熱交換ユニットの運転効
率は，導入サイトの地下水環境（地下水温，ダル
シー流速）により変化することがわかった。した
がって，システム設計のための性能予測や導入適
地評価をおこなうには，開発した熱交換ユニット
に特化した性能評価手法の確立が今後の検討課題
となる。
　ここで，前掲の NEDOプロジェクトでは，開
発した熱交換ユニットの熱交換量の定量化を試み
ている。ただし，複雑な 3次元形状を有する熱交
換ユニットで生じる物理現象を数値モデルで評価
するには，定式化やモデリングに工夫が必要であ
り，現時点では数値モデルによる熱交換量の定量
化手法は確立できていない。そのため筆者らは，
本章で述べた室内模型実験から得られる地下水環
境と熱交換量の関係性に基づく経験式を構築し，
地域の地下水環境を反映した概略的な導入適地評
価の検討をすすめている（冨樫ほか，2016）。経
験式の構築には，冨樫ほか（2013）を参考にして，
室内模型実験の条件で設定した様々な地下水温や
ダルシー流速の組合せを有する代理モデル（サロ
ゲートモデル）に基づく応答曲面法の適用を考え
ている。応答曲面法は目的関数に近似手法を用い
た最適化手法のひとつであり，機械工学（廣畑ほ
か，2003；藤島ほか，2003）や食品工学（中川・
落合，2017）など，多様な分野の最適化問題に適
用実績がある。

4 ．実機を用いた実証試験

　開発した熱交換ユニットの実用性を把握するた

めには，施工性や実際の浅層地下水による熱交換
効率の把握が必要不可欠である。前述の室内模型
装置における採熱実験から，ダルシー流速が熱交
換効率に大きく寄与することが把握されているこ
とを踏まえ，ダルシー流速が速いと期待される地
下水が地表付近に分布する地域を対象に実証試験
を行った。

4 ．1	 モデル地域の選定
　地下水は，一般的に岩盤の割れ目や地層を構成
する土粒子の間隙中に胚胎（帯水）している。我
が国の地下水貯留層は，第四紀の堆積物である更
新統や完新統が主体をなし，特に粗粒な堆積物か
らなる礫層や砂層が主たる地下水流動層として機
能している。そのほかに新第三紀層の一部および
新第三紀から第四紀にかけて噴出した火山岩類が
主要な地下水流動層となっている。地下水が豊富
な地域は，地下水を豊富に貯留あるいは流動する
ことができる地形や地質構造を有している地域で
あり，これらを踏まえて本研究の対象地点の絞り
込みを行った。
　第四紀の更新統が地表部に分布する地形として
は，丘陵や過去に離水した扇状地，段丘等の台地
が挙げられ，完新統であれば，扇状地～氾濫原に
かけての低地や盆地内の低地などがこれに相当す
る。このうち，一般に浅い地下水面が期待できる
のは，地下水の湧出域にあたる低地である。ま
た，室内模型実験でも把握されたように，効率的
な熱交換を行うためには，速いダルシー流速が期
待できる必要がある。すなわち，地盤を構成する
地質の透水性や地形勾配が重要となるが，低地の
氾濫原やデルタといった中下流域には，泥やシル
トといった透水性の低い細粒な砕屑物が主として
堆積し，地形勾配も極めて緩やかであることか
ら，速いダルシー流速が期待できない。一方，そ
れらの上流に位置する扇状地は，粗粒な砂や礫と
いった透水性の高い地質が分布し，低地に比べ急
勾配な地形を形成することから，速いダルシー流
速が期待できると考えた。したがって，本研究で
は地形および水文地質構造を踏まえ，地下水面が
地盤浅層に存在する可能性があり，かつ速いダル
シー流速が期待できる扇状地を対象として，実証
試験および導入適地マップの作成を行うこととし
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た。具体的には，日本を代表する扇状地であり，
豊富な湧水の存在が有名な富山県黒部川扇状地を
モデル地域として選定し，YKK株式会社黒部事
業所内（北緯36°53′38″，東経138°26′11″）にて
実験を行った。

4 ．2	 黒部川扇状地の地下水環境
　黒部川扇状地ではこれまでに地下水に関する
多くの研究がなされている。古いものでは吉田
（1941）があり，扇状地内の井戸にて地下水位観
測を行い，地下水面等高線が報告されている。ま
た，黒部川扇状地での地下水研究が本格化したの
は，高度経済成長期の地下水利用量が増大してか
らであり，代表的なものとして，1964～1966年に
富山大学による調査がなされたほか，田口ほか
（1970），榧根・山本（1971），黒部川扇状地地域
社会研究所（1986）などによって黒部川扇状地の
地下水環境について報告がなされている。また，
近年では水谷ほか（2001）による水素酸素同位体
分析を用いた地下水起源の検討や，入善町（2014）
による黒部川扇状地に分布する井戸のデータを用
いた水文地質構造を検討および水循環の現状把握

が行われている。
　黒部川扇状地は，富山県東部に位置し，宇奈月
町愛本を扇頂とし，扇頂角約60 °，地形勾配10～
11‰，半径約13.5 kmを有し，扇端は日本海に面
する臨海扇状地である。榧根・山本（1971）によ
れば，黒部川扇状地には，新旧の扇状地が数多く
存在し，更新世中期～後期に形成された古い扇状
地は段丘化している。また，現在の扇状地面に
は，旧河道を示すと考えられる凹地形が扇頂から
扇端に向かって放射状に発達しており，これらの
旧河道の間には微高地が分布している。
　黒部川扇状地の地質は，下位より先新第三系か
らなる難透水基盤とそれを覆う更新統の呉羽山礫
層，段丘堆積物，旧扇状地堆積物，完新統の新規
扇状地堆積物および砂丘堆積物からなる（図 5）。
更新統の層厚は，扇頂で40 m程度，扇端部で200 
m程度と推定されている。また，完新統の層厚
は，扇頂部で20 m程度，扇端部で80 m程度とさ
れている（国土庁土地局，2000）。
　本研究の対象となるのは，最も新しい新規扇状
地堆積物および砂丘堆積物が分布する現扇状地
面である。富山県による表層地質調査（藤井，

図 5		  黒部川扇状地周辺の地質図
Fig. 5		 Geological map of Kurobe alluvial fan area.
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1963）では，深さ1 mに達するまでの堆積物が検
土杖を用いて調べられている。これによれば，黒
部川扇状地では多くの場所で20～数十 cm以浅が
砂や泥からなり，以深は砂礫層で構成される。開
発したユニットは，地下数 mに設置することを
想定していることから，主に新規扇状地堆積物の
砂礫層中に設置することとなる。

4 ．3	 原位置で実施した採熱量調査
　モデル地域での実証試験では，短期間かつ省ス
ペースでの施工を目指し，モデル地域内にある試
験サイトにて簡易土留め工法による掘削および設
置を行い，採熱量調査を行った。なお，原位置で
の採熱量調査では，シート型熱交換器 2枚を設置
したユニットを使用した。採熱量調査時には，掘
削したスペース内に多量の地下水湧出が確認さ
れ，地下水面は GL－1.0 m程度であった（写真
2）。確認された地質は，巨礫を主体とする未固
結の砂礫層であり，その上位に約0.5 mの砂や粘
土からなる土壌が確認された。当該地での重機に
よる掘削限界深度は3.0 m程度であり，地下水面
が GL－1.0 mであったことから，実機試験では
熱交換ユニットの底面が GL－2.5 mに位置する
ように設置した。
　原位置で行った採熱量調査の概念図を図 6に示
す。採熱量調査での初期水温は16.9 ℃であり，加

熱量は2.77 kW，加熱時間は 8日間（192時間：10
月 6 日14時～14日14時）とした。また，GL－2.0 
mのユニット中心部に熱電対を設置した。
　図 7には採熱量調査中の熱媒入口温度 T  in，熱
媒出口温度 T out，熱交換ユニットの中心に位置す
る GL－2.0 mの地下水温 T unit，加熱量 Q hおよび
気温（魚津）Tの変化を示している。これによれ
ば，加熱開始後 3～ 4日後には T in，T out，T unitが安
定し，概ね定常状態になったと考えられる。加熱
開始直後に認められる T unitの上昇は122.4 ℃ /day
程度であるのに対し，定常状態では0.1 ℃ /day
程度である。この結果を踏まえ，本研究では採熱
量調査実施箇所に隣接する事務所の空調設備に開
発した地中熱交換ユニットを導入し，採放熱性能
のモニタリングを行った。採用した空調システム
は，地下水を熱源として直接室内に熱媒を導き，
室内側に設置したヒートポンプで空調利用するシ
ステムである。対象となる事務所の面積は159.8 
m 2であり，室内温度は冷房利用時に22 ℃，暖房
利用時に26 ℃として設定し， 7：00～18：00にか
けて稼働させた。また，開発した熱交換ユニット
を 4器設置し，ヒートポンプは15 kW規模とし
た。モニタリング期間は，2016年の 7月～2017年
3 月とした。

図 6		  原位置で実施した採熱量調査概念図
Fig. 6		 Conceptual figure of exchanged heat extraction 

test implemented in Kurobe alluvial fan.

写真 2		 実証サイトでの開発ユニット施工状況	（ Y K K
株式会社黒部事業所，黒部市）

Photo 2	 Execution of developed unit’s installation 
at a demonstration site. (YKK Corporation 
Kurobe, Kurobe City)
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　図 8および図 9は， 1ユニットあたりの 1日の
積算熱量をヒートポンプの稼働時間で除した日
平均熱交換量 Q  －（kW）と気温 T（魚津）の相関
図である。これによると，Q  －は冷房利用におい
て Tと正の相関が認められ，Tが高いほど Q －が
大きい傾向が認められる。一方，暖房利用では，
Q －と Tに明瞭な相関は認められない。これは，

冷房利用時の外気温が室内設定温度前後であった
ことから，気温の上昇に応じて空調利用頻度が高
まったためと考えられる。これに対し，暖房利用
の場合は室内設定温度と外気温の差が大きく，常
に空調利用されている状態であり，気温との相関
が生じにくかったと考えられる。冷房利用時に
確認された Q －は0.8～5.0 kW，暖房利用は Q －は

図 8		  冷房利用時の日平均熱交換量と気温の関係
Fig. 8		 The relationship between average amount of 

daily heat exchange and temperature upon 
cooling operation.

図 9　		 暖房利用時の日平均熱交換量と気温の関係
Fig. 9		 The relationship between average amount of 

daily heat exchange and temperature upon 
heating operation.

図 7		  採熱量調査結果（T  in；熱媒入口温度，T  out；熱媒出口温度，T；気温，T  unit；ユニット中心の地下水温，Q  h；加熱量）
Fig. 7		 The result of heat extraction test. (T  in; Inlet temperature of heat medium, T  out; Outlet temperature of heat 

medium, T; Temperature, T  unit; Groundwater temperature of the center of the unit, Q  h; Amount of heating)
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0.8～2.2 kWが確認されている。ただし，これら
の値は稼働時の地下水環境や空調利用環境の影響
を受けることからバラツキは大きい。このため，
標準偏差を踏まえて期待できる Q  －を評価した結
果，冷房利用においてはユニット 1器あたり2.3
（最小）～3.9（最大）kWであり，平均3.1 kW（標
準偏差0.8 kW）であった。暖房利用においては1.3
（最小）～2.1（最大）kWであり，平均1.7 kW（標
準偏差0.4 kW）であった。北海道大学地中熱利用
システム工学講座（2007）によれば，ボアホール
型の熱交換量の概算値は30～40 W/mとされてい
る。100 mのボアホール型熱交換器の熱交換量を
4 kW（40 W/m）と仮定し，冷房利用時の実績（平
均3.1 kW）と比較した場合，当該ユニットは1.3
器で同等の熱交換量が期待できることになる。
　なお，導入コストは，普及促進のためにも重要
な要素として捉えており，複数の業者に対し価格
調査を行ったものの，施工業者によって施工方法
が異なり，工事費のばらつきが大きいため，改め
て報告することにする。ただし，熱交換器の能力
としては，開発した熱交換ユニット1.3器で100 m
のボアホール型熱交換器とほぼ同程度の熱交換能
力を有することから，導入コストは大きく削減で
きるものと期待される。

5 ．導入可能エリアの検討

　本研究では，開発したユニットの普及促進を目
指し，当該ユニットに特化した導入適地マップの
開発も進めている。浅層地下水熱ポテンシャルを
評価することで導入適地を明らかにする予定であ
るが，ポテンシャルの指標には熱交換能力の採用
を検討している。熱交換能力は水温，流速，水
深，熱利用施設条件等の様々な要因により決定さ
れる。さらに，評価したポテンシャルを地図情報
として整理したものが導入適地マップとなる。一
方，現時点では高精度な導入適地マップの作成に
必要となる面的な地下水温やダルシー流速等の
データが十分ではない。このため，導入適地マッ
プは別途報告することとし，本報告では実機を用
いた採熱量調査にて確認された掘削限界深度を踏
まえ，導入可能エリアの抽出を行った。具体的に
は，入善町（2014）によって報告されている地下

水面等高線に原位置試験箇所での地下水位データ
や黒部川扇状地での現地地下水位観測結果等を踏
まえ，地下水面等高線を作成した。次に，基盤
地図情報より収集した5 mメッシュの標高データ
から作成した地盤モデルと地下水面の差分をとる
ことで不飽和帯厚を把握し，ユニットを設置した
際に地下水との熱交換が可能となるエリアを求め
た。
　黒部川扇状地では榧根・山本（1971）が1969年
8 月から1971年 5 月までの間に開放井戸を対象と
した計 7回の水位観測を行い，地下水面等高線が
報告されているほか，榧根（1991）は水位観測結
果から地下水面等高線を作成し，黒部川からの伏
没浸透を考察している。また，丸山（2006）で
は，2002年に行った調査から作成した地下水面等
高線が榧根（1991）と同様の傾向を示すことが確
認されている。本研究で作成した地下水面等高線
を図10に示すが，丸山（2006）にて報告されてい
る2002年 8 月の地下水面等高線を比較すると，本
研究では扇端付近で 2～3 m程度地下水位が低い
ほか，黒部川河道部の地下水位が左右岸に比べて
高い地下水嶺がより顕著に認められる。この要因
の一つとして，地下水位の観測時期が挙げられ
る。本研究は地中熱利用の普及促進を目的とした
開発であるため，地下水位が低く，より導入条件
が厳しいと想定される冬季に観測を行った。この
ため，夏季に比べ扇状地の地下水位は低下してい
るのに対し，黒部川の水面標高は地下水位に比べ
ると大きな変動がないことから，明瞭な地下水嶺
が生じたものと考えられる。
　本研究で作成した地下水面等高線と地盤標高の
差をとって作成した不飽和帯厚マップを図10に示
している。不飽和帯厚マップは，100 mメッシュ
で作成している。開発した地下浅層部用熱交換ユ
ニットは，図 2に示すとおり高さが1.2 m程度で
ある。実証試験の結果，重機による限界掘削深度
は GL－3.0 m程度であったことから，熱交換ユ
ニットの上面が GL－1.8 mとした場合を想定す
ると，不飽和帯の厚さは1.5 m未満の地域に限定
されることとなり，黒部川の河口部周辺およびそ
の南側の扇端域にあたる。
　以上から，本研究にて開発した地中熱交換ユ
ニットは，施工可能深度を考慮すると地下水面が
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GL－1.5 m以浅に位置する地域に設置する必要が
あり，今回検討した黒部川扇状地では主に地下水
位が浅くなる扇端域にて導入の可能性が高いこと
が示された。日本国内には，黒部川扇状地以外に
も多くの扇状地が存在するが，一般に扇状地の扇
端では地盤勾配が緩やかであり，また豊富な地下
水に恵まれることから都市や集落が形成されやす
い。このため，公共施設をはじめ，本研究で開発
した地中熱交換ユニットを導入できる可能性は高
いことが示唆された。

6 ．おわりに

　地中熱利用システムの導入コスト削減を目指
し，シート型熱交換器を利用し，浅層地下水に着
目した地中熱交換システムを開発した。開発した
地中熱交換システムは，GL－3 mまでの深度に
設置することが可能であり，本研究で対象とした

地下水位が浅く，ダルシー流速の速い地域で効果
的な熱交換が可能であることが把握された。ま
た，開発した熱交換ユニットを黒部川扇状地内に
位置する事務所への空調設備に用いた結果，ユ
ニット 1器あたりの日平均熱交換量は，冷房利用
時で平均3.1 kW（標準偏差0.8 kW）と，100 mの
ボアホール型の熱交換器とほぼ同程度の熱交換率
が期待できることが把握された。さらに，本研究
で開発した熱交換ユニットは，シート型熱交換器
と既存の土木材料を用いて比較的容易に作成でき
ることから，地中熱利用のさらなる可能性の拡大
に寄与できたと考えている。
　一方で，開発したユニットは 1器ごとに手作り
であり，製作方法や使用する材料によって，実際
の利用時の性能にバラツキが生じる可能性があ
る。このため，安定した性能が発揮できるようユ
ニットの制作方法の標準化・規格化を進める必要
がある。これによって，ユーザーが当該ユニット

図 10		  地下水面等高線および不飽和帯厚マップ
Fig. 10	 Map of water table contour and unsaturated zone thickness.
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を利用した際に期待できる採熱量が把握でき，導
入検討が進むものと考えられる。また，本研究で
は熱交換ユニットを設置し，それらを現地発生土
で埋め戻したが，埋め戻し方法や転圧状況などに
よっては，地下水流動阻害が生じる可能性も考え
られる。このため，埋め戻しによる熱交換への影
響の把握や，流動阻害をできる限り低減できる設
置方法，掘削方法の検討が課題である。
　当該ユニットを用いる場合，設置個所は地下水
面が GL－1.5m以浅に位置する地域である必要が
あり，今回行った地下水面の面的な評価がエリア
選定を行う上で有効であったと考えられる。ま
た，このマップを元に高精度な導入適地マップを
作成するためには，地下水温やダルシー流速を加
味した詳細な評価が必要であり，今後も検討を進
めたい。
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